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2011秋期闘争要求で道市町村課と交渉を実施
（秋期闘争情報№13）
　
１．11月11日、自治労道本部は10月27日に道に対して提出した2011秋期闘争要求について道から回答を受け、重要項目について道市町村課からの見解を求めた。（回答内容は別紙参照のこと）

２．交渉内容は以下のとおり

　冒頭、藤盛副委員長から「今年は国家公務員の給与を平均で7.8％引き下げるという給与特例法案が国会へ提出され、しかも９月30日に出された人事院勧告を政府が実施を見送るとした過去に例のない事態となっている。このような状況を受け、各市町村においては、どのように賃金確定を行うのか苦慮している。私たちとしては、給与特例法案は地公には影響させないとした政府判断が出され、地方交付税や義務教育国庫負担金についても国公の削減に準じて減額することはないことが政府と公務員連絡会との交渉で明らかにされているだけでなく、６月３日に出された自民党の国会議員からの質問に対し、政府の閣議決定を踏まえて答弁趣意書がつくられ回答されているところなので、地方自治体においては、これらの政府の方針や地方公務員法の趣旨に則って決定することが基本と考えているところである」と述べ、具体的に重点課題にしぼって指摘を行った。

道市町村課は「基本的には法令や国の通知等の趣旨を踏まえ、各自治体において判断し、対応すべきものと考えるが、今後とも情報提供や必要に応じた助言を行って参りたい」と回答した。
(1)  地方公共団体の職員における給与決定の基本的な考え方について

給与決定に対する基本的な考え方は、これまでの各自治体の実態や運用の経過を踏まえ、労使で話し合って決定すべきであると指摘し、回答を求めた。道市町村課は「地方公務員の給与については、地公法第24条のいわゆる『均衡の原則』に基づき、定められるべきものとされているが、実際に決定していく過程においては、職員団体とよく話し合い、双方が納得して進めることが重要である」と回答した。

道本部は「①国公の給与特例法案の内容を地方公務員へ反映させることや政府が見送った人事院勧告の内容を地方自治体に押しつけることがないように、②北海道人事委員会の勧告は現給保障措置について具体的に経過措置を示すなど他府県とは異なる勧告だがこの内容を地方自治体に押しつけることがないように」という２点について道市町村課の見解を求めた。

道市町村課は本年の勧告の取扱いについて「各自治体において、自らの財政事情、法令や国の通知の趣旨等を踏まえて判断し、措置すべきとの考え方を踏まえ、自治体からの要請に応じ、今後とも必要な情報提供や助言を行って参りたい」と回答するとともに、給与制度の見直しに当たっては、「住民サービスの水準を維持するため、財政状況を踏まえ、住民の理解を得られるよう、各自治体において十分検討の上、判断いただきたいと考えている」と回答した。このため、道本部は「10月28日に発出された総務副大臣通知には『臨時特例法案を踏まえて』とか『現給保障を廃止せよ』と一切記載がないことを指摘し、人事院勧告や平均7.8％の給与・一時金の削減は国家公務員の事情として行うもので、同様な取り扱いを自治体で行うことを強制するものではない」ことを確認した。
(2) 給与条例準則の扱いについて

　自治体の中には人事院勧告の内容に基づいて、給料表を変える等の手続きを取ることとなるが、実務的に総務省から条例準則などが示される予定なのか、現時点で得られている情報を明らかにするよう求めた。
　道市町村課は、「各自治体においては、例年、国の法律改正案の内容を参考として、条例改正の実務を行っているものと承知しているが、今年については、政府が法律改正を行わない方針であり、現段階では法律改正案は示されていない」と述べた。

　これに対し道本部は「条例準則が得られず、条例改正が実務的な難しさが出てくる場合は、住民に対して一定の説明責任がなされれば、自治体の給与条例改正の必要はない」と指摘した。

(3) ラス指数について
今年の人事院勧告が遅れためラス指数も未公表となっていることから、2011年４月段階の速報値はどうなっているのか傾向を明らかにするよう求めたところ、道市町村課は「総務省は来週には出せる見込みであり、道市町村課で傾向を分析し、情報を提供する」と述べた。道本部は「給与構造改革以降、国家公務員の給与については本俸を抑制しながら、地域手当や広域異動手当、本府省業務調整手当に配分しているので、国公と地公の給与水準を適切に把握できる指数とはなっておらず、また、給与特例法案により、平均7.8％国家公務員の水準が引き下げられたら、必然的に地公のラスは大幅に上がり、何が適切な給与水準であるか見えなくなり、その意味でラス指数に基づいて国と地方を比較するとの手法はもうやめていただきたいし、そのことを総務省へ働きかけていただきたい」と強く申し入れた。道市町村課は「特例法案による国の給与削減が実施された場合、来年度の指数が100を超える市町村が多くなることも予想されるが、ラスパイレス指数は、一つの統計数値であり、市町村が適正な制度運営を行う際の一つの判断材料としてご活用いただくことが大切」と述べたため、道本部は「あくまで『一つの判断材料』という理解の上で、市町村に対し助言していただきたい」と主張した。
(4) 財政制度を通じた人件費に対する地方自治体への関与について
特に退職手当債の発行、病院特例債などの認可に関わって、国家公務員を超える措置を取っている自治体には適正化が求められている。さらに、第三セクター等改革推進債（三セク債）なるものも活用されはじめてきているので、こうした制度を活用する際には、一律的な人件費の削減や住居手当等、さらに、適用給料表の変更及び昇格基準の改悪等を条件としないで対応いただきたいと指摘した。これに対し道市町村課は「財政諸制度は法令で基準が定められていることから、制度を活用するなら検討いただかなければならないとの趣旨で説明している」、「住民の理解を得ることを第一に対応していただきたいという思いでいる」と回答した。道本部は「やはり、納得のいかない回答である。北海道においても、十分に総務省の動きを警戒し、行き過ぎた指導がある場合は、毅然とした対応を取っていただきたい。個別自治体の様々な状況については、自治労道本部及び道が共有化しながら、具体的な対策を行えるよう対応を求める」と強く申し入れた。
(5)労働安全衛生体制の確立に向けて
安全衛生委員会設置に向けた対策の効果や指導・助言するに当たっての具体的な方法とこの1年間の進捗状況、また、このメンタルヘルス等対策の相談体制の充実について、公務災害の発生状況やその原因究明と対策について求めた。これに対し道市町村課は「設置状況は、288事業場のうち257カ所、89.2％の事業場で設置、昨年度より1.4％の微増。平成22年度中に５市町が新たに設置した」「職場のメンタルヘルス対策にテーマを絞ったセミナーを10月に開催し、83団体、107名の市町村職員が受講した」と回答した。また、「安全・衛生委員会は、メンタルヘルス対策に関わる相談体制の充実や公務災害の原因把握と再発防止対策をはかるうえにおいても職場の労働安全衛生対策に重要な役割を果たしているので、法律等に基づき全事業場において所要の委員会が設置されるよう、助言する」と回答した。道本部は、メンタルヘルス対策は、労使ともに重要だという共通認識と確認すると、今後も情報交換を行っていくことを求めた。
(6)地方財政計画の課題について
国の人件費削減を地方に適用するように財務省が検討を始めたとした報道があったが、政府方針とは180度異なる内容である。世論形成に際して悪影響を与えているこの課題について、北海道としてどのように受け止めているのか。また、予算編成について、総務省や財務省などからの具体的な指示があるのかについて見解を求めた。
道市町村課は「11月4日の総務大臣会見では、『地方公務員の給与は、地方公務員法に基づき、それぞれの事情を含めて、人事委員会等の議論を踏まえ適切に対処すべきものであり、交付税等々で強制することはないという基本姿勢に変わりがない』旨の発言があったところであり、そのように理解している。また、総務省や財務省から、人件費削減を地方に適用するという方向での具体的な指示等は受けていない」と回答した。道本部は、「国家公務員の人件費削減問題は地方への影響を遮断することは閣議決定されており、政府方針と違う報道には大きな怒りを感じるところである。このような動きに対しては、北海道として意見を発出すべき」と強く申し入れた。

３　道市町村課との交渉内容は以上のとおりであるが、こうした道市町村課とのやり取りを踏まえて、各単組においては、2011賃金確定闘争・現業統一闘争の重点課題の解決に向けて、交渉をさらに強化すること。
以　上
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